





















































































日本において 1940 ～ 50 年代は結核などの感染

























































































































































































情報の収集及び公表（第 12 条～第 16 条）」、「健康
診断、就業制限及び入院（第 17 条～第 26 条）」、「消
毒その他の措置（第 27 条～第 36 条）」、「医療（第
37 条～第 44 条）」等の措置を、都道府県知事が行
うこととされている。また、感染症法（第 64 条）
においてこれらの都道府県業務について、保健所が
注１）指定都市（地方自治法第 252 条の 19 第１項に定める 20 市）ごとの保健所数
　　　 札 幌（1）, 仙台（1）, 新潟（1）, さいたま（1）, 千葉（1）, 横浜（1）, 川崎（7）, 相模原（1）, 静岡（1）, 名古屋（16）, 浜松（1）, 京都（1）, 大阪（1）, 
神戸（1）, 堺（1）, 岡山（1）, 広島（1）, 福岡（7）, 北九州（1）, 熊本（1）















































































































































































































































































































































33 都道府県のうち 15 件（45%）
が感染症を所掌
45 市のうち 21 件（47%）が感染症を
所掌





表 4 に示すとおり、回答のあった 33 道府県のう




























2002 年 4 月に総務部防災室内に危機管理課が新設
された。その後、2003 年 SARS 発生を受けて防災
室を危機管理室に変更し、危機管理全般に対応す

























災害では 84%、大規模感染症では 10% である。大
規模感染症の場合「事業担当部局が一義的に対応
し、必要に応じて危機管理部局が対応する」とい





























































































































































































































































































































































































• 藤本眞一〔1999〕、「健康危機管理能力を期待する 21 世
紀の保健所像」、『日本公衆衛生雑誌』、第 46 巻第 9 号























































































13　 筆者アンケート調査では全国 115 か所の地方自治体
（都道府県 47、政令市 68）に送付し、都道府県 33 件、











祉部が主体となって実施した。（2012 年 12 月 6 日著
者インタビュー（神戸市保健所担当者）より）
17　 2012 年 12 月 6 日著者インタビュー（大阪府保健所担
当者）より
18　 2012 年 8 月 11 日筆者インタビュー（八王子市保健所
担当者）より























　 　 　MERS も同様に厚生労働省健康局結核感染症課発










関（計 84%：都道府県 82%、政令市 86%）、消防関係
者（計 71%：都道府県 58%、政令市 82%）、学校関係
者（計 64%：都道府県 64%、政令市 64%）等、警察
関係者（計 38%：都道府県 61%、政令市 21%）、産業
界（計 22%、都道府県 37%、政令市 11%）
23　 危機管理幹部の所掌範囲に感染症が含まれる場合、
警察関係者や消防関係者との「日常的に情報交換し
ている」という回答との相関係数が中程度みられる。
警察関係者（相関係数 0.60）、消防機関（同 0.38）。
